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証券コード(1841)

平成29年６月13日

株　主　各　位
東京都大田区南雪谷２丁目17番８号

サ ン ユ ー 建 設 株 式 会 社
取締役社長 馬　場　宏二郎

第68回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第68回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出

席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対

する賛否をご表示いただき、平成29年６月27日（火曜日）午後５時30分までに到着するよう

ご送付いただきたくお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成29年６月28日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都大田区南雪谷２丁目17番８号

サンユー建設株式会社　本社ビル５階会議室

（末尾の会場案内図をご参照ください）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 　第68期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

　事業報告及び計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

   議   案 剰余金の処分の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいま

すようお願い申し上げます。

◎本招集ご通知の事業報告及び計算書類並びに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要

が 生 じ た 場 合 は 、 修 正 後 の 事 項 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.sanyu-co.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。

－ 1 －

招集ご通知
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（添付書類）

第68期　事　業　報　告

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

１．会社の現況に関する事項
(1) 当事業年度の経過及び成果

　当事業年度における我が国の経済は、政府の経済財政政策の推進による雇用・所得環

境の改善が続くなか、一部では改善の遅れもみられるものの、全体として緩やかな回復

基調が続きました。

　建設業界におきましては、公共投資の底堅い動きを維持したほか、住宅建設の着工数

はおおむね横ばいで推移しました。一方で、引き続き建設労働者不足や資機材価格の高

騰が継続するなど、予断を許さない経営環境が続きました。

　この様な情勢のなか、当社は安定した利益を確保すべく①建築事業における受注の獲

得と収益力の強化。②不動産事業における企画商品の開発。③金属製品事業及びホテル

事業における利益体質の強化を目標に掲げ全社一丸となり取り組んでまいりました。

　その結果、当事業年度の業績は売上高7,820百万円（前年同期比3.7％増）、営業利益

678百万円（前年同期比42.2％増）、経常利益701百万円（前年同期比47.9％増）、当期

純利益は484百万円（前年同期11百万円損失）となりました。

　営業の部門別の状況は次の通りであります。

［建築部門］

　厳しい受注環境の中、受注獲得および収益力の強化、コスト削減に努力してまいりま

した結果、受注高6,334百万円（前年同期比44.5％増）、完成工事高4,034百万円（前年

同期比6.3％減）、同総利益334百万円（前年同期比29.4％増）となりました。

［不動産事業部門］

　不動産賃貸事業において引き続き堅調な収入を確保し企画事業においても宅地分譲販

売の増加により、不動産事業収入2,922百万円（前年同期比20.8％増）、同総利益609百

万円（前年同期比22.5％増）となりました。

［金属製品部門］

　鋼製型枠パネルの売上が好調に推移し固定資産の修繕費用が減少したことにより、金

属製品売上高440百万円（前年同期比10.2％増）、同総利益27百万円（前年同期比286.8％

増）となりました。

［その他事業］

　その他事業は、保険代理店業及びホテル事業でありますが、売上高423百万円（前年同

期比1.8％増）、同総利益38百万円（前年同期比133.3％増）となりました。

－ 2 －

当事業年度の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況、財産及び損益の状況の推移、対処すべき課題、重要な親会社及
び子会社の状況
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(2) 設備投資の状況

　当事業年度に実施いたしました設備投資の総額は369百万円であり主なものはホテル

事業における建設仮勘定であります。

(3) 資金調達の状況

　特記すべき資金調達は行っておりません。

(4) 財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

区 分
第65期

（25.4－26.3）
第66期

（26.4－27.3）
第67期

（27.4－28.3）
第68期

（28.4－29.3）

受 注 高 4,314 4,185 4,384 6,334

売 上 高 6,574 7,117 7,540 7,820

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）

246 262 △11 484

１株当たり当期純利益又は
当 期 純 損 失 （ △ ）

70円02銭 74円59銭 △3円19銭 137円57銭

総 資 産 11,927 11,815 11,302 12,377

純 資 産 9,195 9,415 9,276 9,682

（注）１．受注高の推移は建築工事の受注高であります。

２．「１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）」は、期中平均発行済株式総数から期中平均

自己株式数を除いた株式数に基づき算出しております。

(5) 対処すべき課題

　当社は、安定した利益を確保すべく①建築事業における受注の獲得と収益力の強化。

②不動産事業における企画商品の開発。③金属製品事業及びホテル事業における利益体

質の強化を目標に掲げ全社一丸となり努力してまいります。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

　該当事項はありません。

－ 3 －

当事業年度の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況、財産及び損益の状況の推移、対処すべき課題、重要な親会社及
び子会社の状況
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(7) 重要な企業結合等の状況

　該当事項はありません。

(8) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

事 業 部 門 事 業 内 容

建 築 部 門 新築ビル、戸建住宅、改修工事他

不 動 産 事 業 部 門 売買、賃貸、仲介、企画

金 属 製 品 部 門 中厚金属板加工、住宅用機材製造

(9) 主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）

営 業 所
本社（東京都大田区）、関東営業所（埼玉県北足立郡伊奈町）、町田
営業所（東京都町田市）、伊豆網代温泉松風苑（静岡県熱海市）

工 場 埼玉工場（埼玉県北足立郡伊奈町）、資材加工工場（東京都府中市）

(10) 従業員の状況（平成29年３月31日現在）

従 業 員 数 前事業年度末比 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

113名 4名増 46.8歳 11.2年

（注）　従業員数からパート・アルバイトは除かれています。

(11) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 300,000千円

(12) その他会社の現況に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。

－ 4 －

重要な企業結合等の状況、主要な事業内容、主要な営業所及び工場、従業員の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に
関する重要な事項
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２．会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 8,800,000株

(2) 発行済株式の総数 4,000,000株（自己株式　476,301株を含む）

(3) 株主数 1,076名

(4) 上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

馬 場 邦 明 611,330株 17.3％

㈱ 井 門 コ ー ポ レ ー シ ョ ン 258,700 7.3

馬 場 利 明 199,900 5.7

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 175,900 5.0

村 山 祐 子 163,500 4.6

秋 山 鉄 工 建 設 ㈱ 149,700 4.2

秋 山 武 男 115,600 3.3

㈱ フ リ ー パ ネ ル 113,100 3.2

㈱ 井 門 エ ン タ ー プ ラ イ ズ 100,000 2.8

㈱ カ バ ロ 企 画 100,000 2.8

（注）　持株比率は、自己株式（476,301株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 5 －

会社の株式に関する事項
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３．会社の役員に関する事項（平成29年３月31日現在）

(1) 取締役及び監査役の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 馬 場 邦 明

代 表 取 締 役 社 長 馬 　 場 　 宏 二 郎

専 務 取 締 役 馬 　 場 　 雄 一 郎 総務部門・金属製品部門

常 務 取 締 役 永 武 　 浩 建築部門

取 締 役 清 本 孝 敏 建築部長

取 締 役 大 友 正 弘 第二工事部長

取 締 役 村 山 泰 一 住宅事業部長　兼　不動産部長

取 締 役 永 塚 良 知 弁護士

常 勤 監 査 役 日 　 向 　 功 次 郎

監 査 役 工 藤 隆 志 税理士

監 査 役 菅 野 祥 介 税理士

（注）１．取締役永塚良知氏は、社外取締役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出ておりま

す。

　　　２．取締役永塚良知氏は、弁護士の資格を有しており、法律の専門家としての豊富な経験と高い

見識を有しております。

　　　３．監査役工藤隆志氏及び菅野祥介氏は、社外監査役であり、工藤隆志氏は東京証券取引所に独

立役員として届け出ております。

４．監査役工藤隆志氏及び菅野祥介氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しております。

(2) 当事業年度中の取締役及び監査役の異動

①就任

　平成28年６月28日開催の第67回定時株主総会において、村山泰一、永塚良知の両氏が

　取締役に選任され、それぞれ就任いたしました。

②退任

　平成28年６月28日開催の第67回定時株主総会終結の時をもって、常務取締役鹿澤裕聖

　氏は退任いたしました。

－ 6 －

会社の役員に関する事項
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③当事業年度中の取締役の地位・担当等の異動

氏　　　名 新 旧 異動年月日

馬　場　雄一郎 専務取締役 常務取締役 平成28年6月28日

村　山　泰　一
住宅事業部長　兼

不動産部長
住宅事業部長 平成28年6月28日

(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
 

（う ち 社 外 取 締
 

役）
9名（1名） 126百万円（0百万円）

監 査 役
 

（う ち 社 外 監 査
 

役）
3名（2名） 4百万円（1百万円）

合 計
 

（う ち 社 外 役
 

員）
12名（3名） 130百万円（2百万円）

 
（注）１．取締役及び監査役の報酬限度額は、平成18年６月28日開催の第57回定時株主総会において取

締役の報酬限度額は年額２億円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まな

い。）、並びに監査役の報酬限度額は年額15百万円以内と決議をいただいております。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．上記の支給人数には、平成28年６月28日開催の第67回定時株主総会終結の時をもって退任し

た取締役１名を含んでおります。

４．上記取締役報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額が含まれてお

ります。

５．上記の他、平成28年６月28日開催の第67回定時株主総会決議に基づき、退任取締役１名に対

し、20百万円の役員退職慰労金を支給しております。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　会社法第427条第１項に基づき、取締役永塚良知氏と同法423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で規定する額としております。

－ 7 －

会社の役員に関する事項
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(5) 社外役員に関する事項

①　重要な兼職先と当社との関係

　該当事項はありません。

②　特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

③　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 永 塚 良 知

当事業年度開催の取締役会12回のうち９回（75％）に出席し、

必要に応じ、弁護士としての専門的見地からの発言を行ってお

ります。なお、第67回定時株主総会において取締役に選任され

た後に開催された取締役会にはすべて出席しております。

社外監査役 工 藤 隆 志

当事業年度開催の取締役会12回のうち11回（91％）、監査役会

９回のうち９回（100％）に出席し、必要に応じ、税理士として

の専門的見地からの発言を行っております。

社外監査役 菅 野 祥 介

当事業年度開催の取締役会12回のうち11回（91％）、監査役会

９回のうち９回（100％）に出席し、必要に応じ、税理士として

の専門的見地からの発言を行っております。

４．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

　　仰星監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等

16百万円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれら

の合計額を記載しております。当該金額について監査役会は、日本監査役協会が公表する「会

計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況、お

よび報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について同意を

行っております。

－ 8 －

会社の役員に関する事項、会計監査人に関する事項
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(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条に該当すると認められる場合には、監査役全員

の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定

した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と

解任の理由を報告いたします。

　また、監査役会は会計監査人の職務執行の状況や監査の品質等を勘案して、再任若し

くは不再任の決定を行います。

５．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社の

業務の適正を確保するための体制。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　取締役及び使用人が法令・定款を遵守し、社会倫理を尊重する行動ができるように会

社の基本方針を定め、取締役及び使用人に周知徹底させる。各業務担当取締役は内部統

制を推進するとともに法令遵守の教育・研修を継続的に実施し、法令遵守実効性の確保

に努める。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報を文書（電磁的記録等を含む）に記録・保存する事につ

いては当社の文書管理規程に従って管理を行い、取締役及び監査役は常時これを閲覧で

きるものとする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　法令遵守、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に係る当社のリスク管理について

は、担当部署にて規則の制定、研修の実施、マニュアルの作成・公開等を行うものとし、

リスク状況の監視は取締役会により任命された内部監査責任者を中心とした内部監査チ

ームが組織横断的にこれを行う。新たなリスクについては取締役会にて速やかに対応を

行う。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務執行の効率化を図るため、取締役会を原則として月一回以上開催し、正

確な情報の共有及び迅速な意思決定を行う。また、取締役会は会社全体の権限分配・意

思決定ルールを策定し、各業務担当取締役は各部門の具体的な実効策を定め、改善の余

地がある際には、改善を行うことにより会社全体の職務効率化を図る。
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(5) 当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　子会社を主管する当社の役員が、子会社の経営会議に必要に応じて出席し、その業務、

取締役等の職務の執行状況、その他経営上の重要事項等の報告を受ける。また、子会社

の役員は一定の重要事項について適時・適切に報告を行う体制とする。

　この情報に基づき、当社は子会社のリスク評価等を行うほか、重要案件についてはそ

の業務内容について事前協議を行うこと等により、子会社の取締役の職務の執行の効率

を確保する。

　当社は、子会社における職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、

会社の基本方針を企業集団で共有し、コンプライアンス意識の向上を図る。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対

する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社はその求めに応じ、

使用人を置くこととし、監査業務を補助する範囲内においては、使用人に対する指揮命

令権限は監査役に帰属し、取締役及び他の使用人は監査役の補助使用人に対して指揮命

令権限を有しない。また、当該使用人の人事異動、人事評価、懲罰等の決定に当たって

は、事前に監査役の承認を得ることとする。

(7) 監査役への報告に関する体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として

不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社及び子会社の役員及び使用人は、当社グループに重大な影響を及ぼすおそれがあ

る事実その他事業運営上の重要事項を適時・適切に報告し、内部監査チームは内部監査

の結果を適時・適切な方法により監査役に報告する。なお、監査役に報告を行った者が

当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けないことを確保する体制とす

る。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　代表取締役は、監査役と定期的な意見交換を実施するとともに、監査役へ適宜必要な

情報を提供し、監査役が当社の会計監査人や内部監査チームと定期的に情報交換をする

他、監査業務に関する助言を受けるため、必要に応じて弁護士、公認会計士、コンサル

タントその他の外部専門家を活用できる体制とする。監査役が、その職務の執行につい

て生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必

要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

－ 10 －
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(9) 反社会的勢力排除に向けた体制

　当社及び子会社は、健全な企業活動、市民社会の秩序や安全に障害や脅威を与える反

社会的勢力及び団体に対し、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断する。また、反

社会的勢力及び団体から不当な要求があった場合には、必要に応じて外部機関（警察、

弁護士等）と連携し、毅然とした組織的対応をとることとする。

(10) 業務の適正を確保するために必要な体制の整備運用状況

　当社は、会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行規則第100条第１項及び第３項

に定める体制（内部統制システム）の整備に関する基本方針について、平成27年５月19

日開催の取締役会において内容の一部改定を決議しており、その概要は上記(1)から(9)

のとおりです。

　なお、内部統制システムの運用状況については、定期的に開催する取締役会において

内部統制の運用上見いだされた問題点等の是正・改善状況の報告や審議の充実により、

適切な内部統制システムの構築・運用に努めております。また、コンプライアンスにつ

いては職種・職位に応じた教育・研修を実施することにより、コンプライアンス意識の

浸透を図っております。

－ 11 －
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貸　借　対　照　表

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

不動産事業未収入金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

未 成 工 事 支 出 金

販 売 用 不 動 産

不 動 産 事 業 支 出 金

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,332,296

2,898,151

31,381

415,529

2,812

84,644

17,285

39,032

1,148,212

657,009

9,613

13,791

15,522

2,148

△2,840

7,044,779

6,501,596

1,955,404

26,649

15,277

4,128,030

17,142

359,091

56,416

42,374

10,904

3,138

486,766

326,110

51,682

19,383

298

64,749

24,643

△100

流 動 負 債 1,710,876

工 事 未 払 金 672,956

買 掛 金 52,021

短 期 借 入 金 300,000

リ ー ス 債 務 3,867

未 払 金 140,348

未 払 費 用 22,286

未 払 法 人 税 等 232,791

未 成 工 事 受 入 金 155,088

不 動 産 事 業 受 入 金 30,200

預 り 金 27,867

前 受 収 益 48,376

賞 与 引 当 金 3,971

完成工事補償引当金 700

そ の 他 20,400

固 定 負 債 983,538

リ ー ス 債 務 11,741

退 職 給 付 引 当 金 172,857

役員退職慰労引当金 120,616

預 り 保 証 金 677,613

そ の 他 709

負 債 合 計 2,694,415

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 9,627,055

資 本 金 310,000

資 本 剰 余 金 310,093

資 本 準 備 金 310,093

利 益 剰 余 金 9,404,251

利 益 準 備 金 77,500

そ の 他 利 益 剰 余 金 9,326,751

別 途 積 立 金 7,200,000

繰 越 利 益 剰 余 金 2,126,751

自 己 株 式 △397,290

評 価 ・ 換 算 差 額 等 55,606

その他有価証券評価差額金 55,606

純 資 産 合 計 9,682,661

資 産 合 計 12,377,076 負 債 純 資 産 合 計 12,377,076

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 4,034,368

不 動 産 事 業 収 入 2,922,046

金 属 製 品 売 上 高 440,353

兼 業 事 業 売 上 高 423,301 7,820,071

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 3,699,736

不 動 産 事 業 原 価 2,312,601

金 属 製 品 売 上 原 価 412,723

兼 業 事 業 売 上 原 価 384,303 6,809,364

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 334,632

不 動 産 事 業 総 利 益 609,444

金 属 製 品 総 利 益 27,630

兼 業 事 業 総 利 益 38,998 1,010,706

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 331,926

営 業 利 益 678,779

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 22,306

そ の 他 3,439 25,746

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,900 2,900

経 常 利 益 701,625

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 5,000 5,000

税 引 前 当 期 純 利 益 706,625

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 214,000

法 人 税 等 調 整 額 7,885 221,885

当 期 純 利 益 484,739

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　計

別途積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 310,000 310,093 77,500 7,200,000 1,730,104 9,007,604 △397,290 9,230,407

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △88,092 △88,092 △88,092

当 期 純 利 益 484,739 484,739 484,739

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

当期変動額合計 － － － － 396,647 396,647 － 396,647

当 期 末 残 高 310,000 310,093 77,500 7,200,000 2,126,751 9,404,251 △397,290 9,627,055

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 45,844 45,844 9,276,252

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △88,092

当 期 純 利 益 484,739

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

9,761 9,761 9,761

当期変動額合計 9,761 9,761 406,408

当 期 末 残 高 55,606 55,606 9,682,661

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券

子会社株式及び関連会社株式　　　総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

　直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　　総平均法による原価法

②　たな卸資産

未成工事支出金　　　　　　　　　個別法による原価法

販売用不動産・不動産事業支出金　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

製品・仕掛品　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品

　金属製品用材料　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に

　（リース資産を除く）　　　　　　取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以

　　　　　　　　　　　　　　　降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によ

　　　　　　　　　　　　　　　っております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。

　（リース資産を除く）　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

　　　　　　　　　　　　　　　　　用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を

採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

④　長期前払費用　　　　　　　　　定額法によっております。

－ 15 －
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　  　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　  　　従業員に対して支給する賞与の支出に備え、将来の支給見込

額のうち当期負担額を計上しております。

③　完成工事補償引当金　  　　　　完成工事の瑕疵担保責任に基づく補償費に備えるため、過去

の完成工事に係る補償費の実績を基準にして計上しておりま

す。

④　退職給付引当金　　　　  　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付に

係る自己都合要支給額を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金　　  　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

(4) 完成工事高及び

　完成工事原価の計上基準　　　　　　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認めら

れる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を採

用しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっておりま

す。

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に

取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる計算書類に与える影響は軽微であります。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物・構築物 292,041千円

土        地 405,754千円

     計 697,796千円

②　担保に係る債務

短期借入金 300,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,960,086千円

(3) 受取手形裏書譲渡高 11,492千円

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 422千円

②　短期金銭債務 4,139千円

③　長期金銭債務 820千円

４．損益計算書に関する注記

(1) 工事進行基準による完成工事高　　　　　　　　　　 　2,629,864千円

(2) 関係会社との取引高

  　営業取引による取引高

 　売上高 17,305千円

 　仕入高 31,530千円

  　営業取引以外の取引高 242千円

－ 17 －

個別注記表
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 4,000,000株

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 476,301株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月28日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 52,855 15 平成28年３月31日 平成28年６月29日

平成28年11月11日
取 締 役 会

普 通 株 式 35,236 10 平成28年９月30日 平成28年12月15日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年６月28日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 52,855 15 平成29年３月31日 平成29年６月29日

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 13,193千円

貸倒引当金 899千円

賞与引当金 1,215千円

退職給付引当金 52,375千円

役員退職慰労引当金 36,546千円

完成工事補償引当金 214千円

減損損失 3,759千円

評価性引当額 △3,759千円

繰延税金資産合計 104,445千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △24,173千円

繰延税金負債合計 △24,173千円

繰延税金資産の純額 80,272千円

－ 18 －

個別注記表
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７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナン

ス・リース契約により使用しております。

８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入、社債の発行

により資金を調達しております。

　受取手形及び売掛債権等に係る顧客の信用リスクは、与信管理を行うことによってリスク低減を

図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時

価の把握を行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含めておりません。（（注２）を参照ください）

（単位：千円）

貸借対照表計上額(※) 時　価(※) 差　額

① 現 金 預 金 2,898,151 2,898,151 －

②
受取手形及び完成工事未
収入金・不動産事業未収
入金・売掛金

534,368 534,368 －

③ 投 資 有 価 証 券

　 そ の 他 有 価 証 券 200,110 200,110 －

④ 工事未払金及び買掛金 (724,977) (724,977) －

⑤ 短 期 借 入 金 (300,000) (300,000) －

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

①現金預金②受取手形及び完成工事未収入金・不動産事業未収入金・売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

③投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

④工事未払金及び買掛金⑤短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

－ 19 －

個別注記表
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区　　　　　　分 貸借対照表計上額

①非上場株式 126,000

②関係会社株式 51,682

③預り保証金 677,613

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

上表には含めておりません。

９．賃貸等不動産に関する注記

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用オフィスビル及び賃貸住宅等を保有しておりま

す。当事業年度における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は417,499千円（賃貸収益は不動産事業収

入に、賃貸費用は不動産事業原価に計上）であります。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

貸借対照表計上額

当事業年度末の時価

当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

4,746,651 △70,856 4,675,794 7,128,741

 (注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ

ります。

２．当事業年度の主な減少額は減価償却費であります。

３．当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指

標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

－ 20 －
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10．関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主等

種 類
会 社 等 の 名 称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取 引 内 容
取 引 金 額
（千円）

科 目
期 末 残 高
（千円）

役 員 及 び
その近親者

馬 場 邦 明
被所有

直接17.4％
当社代表
取締役会長

株式の購入
（注）

39,115 関係会社株式 39,115

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）株式の購入価格については第三者機関の評価を勘案して決定しております。

11．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たりの純資産額 2,747円87銭

(2) １株当たりの当期純利益 137円57銭

12．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 21 －

個別注記表



2017/05/31 10:58:06 / 17304198_サンユー建設株式会社_招集通知

会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月26日

サンユー建設株式会社

取締役会　御中

仰星監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 金 井 匡 志 

業務執行社員 公認会計士 原 　 伸 夫 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、サンユー建設株式会社の平成28年４
月１日から平成29年３月31日までの第68期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

－ 22 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第68期事業年度の取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査

報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及

び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の

分担等に従い、取締役、内部監査機関その他の使用人等と意思疎通を図り、情報

の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし

た。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の

交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務

の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び

第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき

整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から

その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適

正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる

事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書に

ついて検討いたしました。

－ 23 －
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大

な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執

行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月31日

サンユー建設株式会社　監査役会

常勤監査役 日　向　功次郎 

社外監 査役 工 藤 隆 志 

社外監査役 菅 野 祥 介 

以　上

－ 24 －
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

議案　剰余金の処分の件

　当期の期末配当金につきましては、安定的利益還元という経営政策並びに今後の経営環境

を勘案いたしまして、次のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当に関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき15円といたしたいと存じます。この結果、中間配当金（１

株につき10円）を含めました当期の年間配当金は、１株につき25円となります。

　　なお、期末配当金の配当総額は52,855,485円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

　平成29年６月29日

以上

－ 25 －
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

東京都大田区南雪谷二丁目17番８号

サンユー建設株式会社　本社ビル　５階会議室

サンユー建設株式会社

田園調布警察前
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